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表紙写真の解説 
見附市立見附小学校 

 防災スクール（Ｅボート体験）の様子 

新潟市立丸山小学校 

いじめに関する講演会の様子 

県立見附高等学校 

県立見附高等学校と県立月ヶ岡特別支援

学校の生徒による中庭プロジェクト 

ユネスコ無形文化遺産「村上祭の屋台行事」

（令和７年 12月 11 日に既登録の「山鉾・

屋台行事」に追加で登録） 
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 Ⅰ  教育委員会の会議及び委員の主な活動 

 

 

 教育委員会は、教育行政における重要事項や基本方針を決定し、それに基づい

て教育長が具体の事務を執行する。定例会や臨時会の会議開催のほか、必要に応

じて課題研究・意見交換のため、教育委員協議会を開催している。 

  また、定例会の会議録をホームページで公開するなど、県民に開かれた教育委

員会を目指している。 

(ホームページアドレス https://www.pref.niigata.lg.jp/site/kyoiku/） 

 

【委員名簿】 

区 分 氏 名 任 期 備 考 

 教育長 太 田 勇 二  R７.４.１～R10.３.31  

 教育長職務代理者 小 林   元  R４.10.18～R８.10.17 ３期目 

 委員 井 口   清 太 郎  R６.11.18～R10.11.17 ３期目 

 委員 三井田 由香  R７.10.21～R11.10.20     ３期目 

 委員 松 山  悦 子  R５.10.17～R９.10.16 ２期目 

 委員 吉 田  徳 治  R６.11.18～R10.11.17   ２期目 

 

【令和７年度の活動状況】 

１ 定例会・臨時会（13 回） 

  定例会は月１回、臨時会は必要に応じて開催しており、令和７年度は定例会を 12 

回、臨時会を１回開催した。 

 

 ＜議案等件数と主な内容＞ 

審議事項 主 な 内 容 

議 案 

63件 

    
          
 

条例・規則改正等 11件 

人事案件     24件 

その他      28件 

・県立高等学校、県立中等教育学校の募集学級及び募集定員について 

・教育委員会表彰について  他 

報 告 

12件 

・教職員の人事異動について  他 

その他  
46件 

 

・新潟県公立高等学校入学者選抜学力検査の結果について 

・全国学力・学習状況調査結果について 

・令和７年度働き方改革推進プランの取組について     他 

 

２ 教育委員協議会（７回） 

  教育行政の現状や課題等について協議・検討する場として、令和７年度は７回開

催した。 
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３ 総合教育会議（１回） 

  知事の主宰する総合教育会議に出席し、本県教育の課題及び目指す姿等につい 

て協議した。令和７年度は下記日程及びテーマで１回開催した。 
  【令和８年１月 19 日(月)】 

  テーマ「「新潟県教育の大綱」の策定（「第２期新潟県教育振興基本計画」との  

一体化）」 
     「不登校児童生徒への学びの保障について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 全国都道府県教育委員会連合会への参画（総会２回） 

  各都道府県の共通の課題を検討し、必要に応じ連合会として国への働きかけ等 

の活動を行った。 

   ＜第 1 回＞令和７年７月 15 日（火）開催地：青森県 

   ＜第 2 回＞令和８年１月 26 日（月）開催地：東京都 

 

５ 北部ブロック道県教育委員協議会への参画 

  北海道・東北６県・新潟県の教育委員で構成される協議会に出席し、各道県が抱え

る教育課題等について協議、情報交換を行っている。 

【令和７年度北部ブロック道県教育委員協議会（夏季） 開催地：福島市】 

・班別協議「教職員の働き方改革について」 

「高等学校における企業や民間団体、行政等と連携したキャリア教育の現状

と課題について」 
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６ 学校等教育関係機関の視察（２か所） 

  現場の状況を実地に視察し、教育施策に反映させるための参考とした。 

・妙高市立新井南小学校（令和７年 11 月６日（木）） 

・県立高田農業高等学校（同日） 

 

７ 卒業式・記念行事等式典への出席（10 回） 

  生徒の姿や学校の状況を知ることができる意義ある機会として出席した。 

 ＜出席内容＞ 

 ・県立上越特別支援学校有恒学舎 開校式典出席（令和７年 10 月４日（土）） 

 ・県立久比岐高等学校 閉校式典出席（令和７年 10 月 25 日（土）） 

 ・県立新潟西高等学校 創立 50 周年記念式典出席（令和７年 11 月８日（土）） 

 ・県立十日町高等学校 創立 100 周年記念式典出席（同日） 

 ・県立村上特別支援学校 創立 50 周年記念式典出席（同日） 

 ・県立高等学校卒業式出席（５校） 

 

８ 市町村教育委員会の研修会への出席 

  市町村の教育委員を対象とした研修会へ出席し、市町村の取組事例に関する意 

見交換や市町村教育委員との情報交換を行うなど委員としての研鑽に努めるとと 

もに、市町村教育委員会と県教育委員会との連携を強化している。 

 

９ 教員採用に係る点検 

  教員採用の一層の透明性を高めるため、合格者最終案と教員採用選考のプロセ 

スを点検した。 

 ＜主な点検項目＞ 

 ・判定会議を経て作成された「判定表」、判定表作成までに至る経緯 

 ・個別受検者に係る「評価表」「答案類」との照合 等 

 

10 教育委員会の公開 

  教育委員会の情報公開を一層推進し、県民に開かれた教育委員会を目指して、会

議を原則公開とするだけでなく、会議に付議する全ての事案をホームページで広く

県民に公告するとともに、公開分の会議録、及び非公開分の議事結果概要をホーム

ページで公表した。 

 

11 教育委員が委嘱等を受けている関係団体及び役職 

  ・（公財）新潟県肢体不自由児協会 理事 
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【令和７年度　点検評価の方法】

80～90%目標達成率

評　　　　価

Ａ

Ｂ

Ｃ

［定量評価］各指標の達成に向けた進捗状況を５段階で評価

［総合評価］定量評価を踏まえ、その他の結果や課題等も加味して総合評価区分を決定

目標に向けた進捗状況

123

目標達成

100%以上

5 4

70%未満70～80%

Ｄ

Ｅ

90～100%

　3.5以上4.5未満　順調に進んでいる

　1.5未満　事業の見直しが必要

　1.5以上2.5未満　順調に進んでいるとはいえない

　2.5以上3.5未満

　4.5以上　成果を上げている

評価の目安（評点の平均値）評価基準

　概ね順調に進んでいる

評　　　点

 

 Ⅱ 教育委員会の事務の管理及び執行の状況と評価 

 

 

  本報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条の規定に基づき、

本県が平成 26 年４月に策定した「新潟県教育振興基本計画」（計画期間：平成 26 年

度から令和７年度まで）に沿って推進してきた教育施策について、同計画の最終年度

に当たる令和７年度の執行状況を点検及び評価し、その結果を取りまとめたものであ

る。 
評価に当たっては、２名の学識経験者から示唆に富む貴重な意見をいただき、これ

らを踏まえて教育委員会において協議を行い、最終的な評価を取りまとめた。（総務

部が所管する一部の項目を除く。）。 
なお、本県では、児童生徒数の大幅な減少や教員の多忙化、デジタル学習基盤の進

展、教育的ニーズの多様化など、教育を取り巻く状況が大きく変化している。こうし

た状況や令和７年３月に策定された「新潟県総合計画」を踏まえ、令和８年３月、こ

れまでの基本理念を継承しつつ、８年後の本県教育の姿を見据えた「第２期新潟県教

育振興基本計画」（計画期間：令和８年度から令和 15 年度まで）を策定したところ

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

【学識経験者】

新潟大学　教育実践学研究科長／教授 　大庭　昌昭　　氏

金井度量衡株式会社　代表取締役
（新潟経済同友会　教育問題委員会副委員長）

　金井　利郎　　氏
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　●　教育施策体系及び評価一覧（総合評価）

基準値 基準年度 実績値 実績年度

84.0% R3 79.9% R7 4 →
小 -2 R3 -3 R7 1 →
中 -1 R3 -2 R7 1 →

（２）高等学校教育段階
での取組

71.4% R3 73.5% R7 4 →

99.2% R3 99.1% R7 4 →

66.8% R3 80.5% R6 3 ⤴

83.2% R3 88.8% R7 4 →

中① 69.3% R3 64.9% R5 2 →
中② 68.8% R3 54.6% R5 1 →
高① 40.9% R3 47.4% R6 1 →
高② 40.9% R3 33.1% R6 1 →

80.3% R3 81.5% R7 3 ⤵

71.4% R3 73.5% R7 4 →

66.3% R3 83.0% R7 4 →

（１）道徳教育・体験活
動・情操教育の推進

97.0% R3 100.0% R7 5 →

小 97.9% R3 97.8% R7 4 →
中 97.0% R3 96.4% R7 4 →
小 27.8% R3 46.7% R7 5 →
中 32.9% R3 49.4% R7 5 →
高 32.6% R3 51.1% R7 5 →
小 48.1% R3 68.8% R7 5 →
中 47.9% R3 62.2% R7 5 →
小 97.9% R3 95.9% R7 4 →
中 93.4% R3 92.1% R7 4 →
小 59.6% R3 83.0% R7 5 →
中 50.6% R3 77.3% R7 5 →

新潟県体力テストの平成30年度の本県平均値を上
回った項目数

小
中
高

小学校 0/64
中学校 7/48

高等学校 19/48
（H30年度の本
県平均値を上
回った項目数）

R3

小学校 6/64
中学校 15/48

高等学校
15/48

（H30年度の本
県平均値を上
回った項目数）

R7 1 →

3.6% R3 4.6% R7 4 →
（１）義務教育段階での
取組

84.9% R3 87.4% R6 4 →
（２）高等学校教育段階
での取組

71.4% R3 73.5% R7 4 →

3.5 ⤴

C →総合評価

評点の平均値

地域や社会をよくするために何をすべきか考えるこ
とがある児童生徒の割合
※地域や社会をよくするために何かをしてみたいと
思う児童生徒の割合（R5～）

９　健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

朝食を欠食する児童の割合（小学６年生）

10　家庭や地域と連
携した魅力と活力あ
る学校づくりの推進

「学校生活が楽しい」と思う児童・生徒の割合（小・中学校）

「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合
（高校）【再掲】

（３）人権教育、同和教育
の推進

現地研修会実施率（人権教育、同和教育）

外部講師による講話、講義の実施率（小・中学校）

７　豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼
児教育の充実

スタートカリキュラムの編成において、保育所・幼稚園等と連携し
た割合

８　豊かな心、倫理
観、規範意識などを
はぐくむ教育の推進

自然体験活動や社会体験活動などの実施校（小・中学校）

（２）いじめをしない、見
逃さない、許さない意識
の醸成

「いじめはどんなことがあってもいけない」と考える児
童生徒の割合（小・中学校）

（４）郷土への貢献意欲
を高める教育の推進

ふるさとへの愛着や誇りをはぐくむ体験活動(ふるさ
と学習、地域でのボランティア活動等)を実施した小・
中学校の割合

小項目 指標名
指標内容

評点
前年度

との比較

Ⅰ　一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進

1　確かな学力の育成

（１）義務教育段階での
取組

「授業が分かる」児童生徒の割合（小・中学校）

全国学力・学習状況調査における平均正答率の本
県と全国との差（小・中学校）

「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合
（高校）

４　グローバル社会に対応した教育の推進 授業中の英語の使用率

５　持続可能な社会を構築する教育の推進 環境教育全体計画を作成し、実践を進めた小・中学校の割合

６　夢や希望をかなえるキャリア教育の推進
「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合
（高校）【再掲】

２　教職員の資質・能力の向上
研修で学んだことを活用した・活用する予定であると答えた教員
の割合

３　学びにおけるＩＣＴの活用

教員のICT活用指導力の「授業中に活用して指導できる」割合

ＩＣＴを活用した授業が、学習意欲の向上につながっていると考え
る生徒の割合（高校）

- 5 -



　●　教育施策体系及び評価一覧（総合評価）

基準値 基準年度 実績値 実績年度

10.0%
非課税世帯66.1
課税世帯76.1

R3
8.1%

非課税世帯69.2
課税世帯77.3

R7 5 ⤴

不適応 106人 R2 92人 R6 5 →

経済的理由 0人 R2 0人 R6 5 →

24団体 R3 29団体 R7 4 ⤴
小 99.4% R3 99.0% R7 4 ⤵
中 100.0% R3 97.4% R7 4 ⤵
小 86.4% R4 78.6% R7 2 →
中 79.6% R4 77.3% R7 2 ⤴

71.4% R3 73.5% R7 4 →

3.9 ⤴

B ⤴

基準値 基準年度 実績値 実績年度

Ⅲ　児童生徒が安全に安心して学べる学校づくり

小 97.9% R3 97.8% R7 4 →
中 97.0% R3 96.4% R7 4 →

（２）未然防止、早期発
見・解消に向けた取組

97.4% R2 91.0% R7 4 →
小 0.91% R2 2.19% R6 1 →
中 3.85% R2 6.97% R6 1 →
高 1.70% R2 2.20% R6 2 →

（２）非行・暴力行為等へ
の対応

9.2件 R2 24.9件 R6 1 →

不適応 106人 R2 92人 R6 5 →
経済的理由 0人 R2 0人 R6 5 →

小 36.0% R3 26.4% R7 5 ⤴
中 49.3% R3 33.4% R7 4 ⤴

特支 5.2% R3 4.6% R7 1 →
高 25.8% R3 21.9% R7 4 ⤴
小 65.2% R3 53.0% R7 5 →
中 75.2% R3 59.5% R7 4 ⤴

特支 16.9% R3 13.8% R7 5 →
高 53.3% R3 46.0% R7 5 →
小 3.5 R3 3.5 R7 3 →
中 3.4 R3 3.7 R7 4 ⤴

特支 3.3 R3 3.6 R7 4 →
小 3.5 R3 3.4 R7 3 ⤵
中 3.5 R3 3.6 R7 4 ⤴

特支 3.4 R3 3.5 R7 3 ⤵
94.0% R3 86.3% R7 3 ⤵

99.7% R3 100.0% R7 5 →

3.6 ⤴

D →

基準値 基準年度 実績値 実績年度

Ⅴ　生涯学び活躍できる環境づくり

3.79回 H29 3.05回 R5 2 ⤴

2,463人 R3 2,700人 R7 1 →

89.2% R3 88.8% R7 3 →

2.0 ⤴

D →

総合評価

総合評価

総合評価

前年度
との比較

前年度
との比較

前年度
との比較

評点の平均値

評点の平均値

評点の平均値

指標内容
評点

２　信頼される学校を
つくる生徒指導体制
の充実

１　多様な主体の連携・協働による生涯学習の
環境づくり

県民一人当たりの社会教育関係施設利用回数

小項目 指標名 評点
指標内容

２ 　学びを活かした豊かな地域社会に向けた
支え合うひとづくり

生涯学習指導者養成講座・研修の参加人数

３　活力ある地域づくりに向けた地域社会と学
校の連携の促進

地域学校協働活動取組校の割合

４　児童生徒の安全確保と防災教育等の推進
新潟県防災教育プログラムの活用率（小学校、中学校、中等教
育学校前期課程、特別支援学校小・中学部）

５　学校施設の耐震化・機能向上 県立学校施設の耐震化率

（３）中途退学への対応

1　いじめ防止等の取
組

（１）いじめをしない、見
逃さない、許さない意識
の醸成【再掲】

「いじめはどんなことがあってもいけない」と考える児
童生徒の割合（小・中学校）

いじめの解消率（小・中・高等・特別支援学校の全体）

３　教職員が児童生徒と向き合える環境づくり

時間外勤務が月45時間を超える教職員の平均割合
（小・中・特支・高）

時間外勤務が年360時間を超える教職員の割合
（小・中・特支・高）

多忙化軽減に係る教職員による５段階評価の平均
値（小・中・特支）
※「多忙化は解消されたか」の設問に対し、５段階評
価で回答した平均

多忙感緩和に係る教職員による５段階評価の平均
値（小・中・特支）
　※「多忙感は緩和されたか」の設問に対し、５段階
評価で回答した平均

５　多様化する教育ニーズに対応する高等学校
定時制・通信制教育の推進

「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合
（高校）【再掲】

３　地域と連携した学習支援、家庭教育支援の
充実

放課後や土曜日等の学習支援活動を活用し、学習している子ど
ものいる市町村数(訪問型含む)

４　インクルーシブ教育システムの構築

子どもの多様な教育的ニーズに応える学校づくりに
向けて、外部機関と連携し、それを活用している小・
中学校の割合

子どもの多様な教育的ニーズに応える学校づくりに
向けて、外部機関と連携し、複数の分野で具体的な
効果があった小・中学校の割合

（１）不登校への対応
不登校児童生徒の割合（小・中・高校）
【不登校数／在籍生徒数×100】

暴力行為の児童生徒数1,000人当たりの発生件数

小項目 指標名

Ⅱ　誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境の整備

１　教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支
援

住民税所得割非課税世帯と課税世帯の大学、短期大学及び専
修学校（専門課程）への進学率の差

小項目 指標名
指標内容

評点

２　様々な悩みを抱える児童生徒に対する相
談・支援体制の充実

高等学校における経済的理由、学校生活・学業生
活不適応による中途退学者の人数

高等学校における経済的理由、学校生活・学業生
活不適応による中途退学者の人数【再掲】
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１ 施策の概要 

目指す

もの 

確かな学力、豊かな心、健やかな体をバランスよくはぐくみ、子どもたちが

自らの考えを的確に表現しながら多くの人々と協働する力を身に付けるととも

に、一人一人が夢や希望を持って粘り強く挑戦し、未来を切り拓いていける力

を身に付ける教育を実現する。 

施策の

展開 

方向 

１ 確かな学力の育成 

２ 教職員の資質・能力の向上 

３ 学びにおけるＩＣＴの活用 

４ グローバル社会に対応した教育の推進 

５ 持続可能な社会を構築する教育の推進 

６ 夢や希望をかなえるキャリア教育の推進 

７ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実 

８ 豊かな心、倫理観、規範意識などをはぐくむ教育の推進 

９ 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実 

10 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進 

 

２ 基本方針Ⅰの総合評価 

基本方針Ⅰ 一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進 総合評価：Ｃ 

(１) 現状・実績 

・ 確かな学力の育成について、義務教育段階では「全国学力・学習状況調査における 

平均正答率の本県と全国の差」及び「「授業が分かる」児童生徒の割合」が、いずれ 

も小・中学校ともに基準値を下回り、目標値に達しなかった。 

 高等学校段階において、「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の 

割合は、目標値に届かなかったものの、一定の水準を維持している。これは、県とし 

て「高校生スタートアップ支援事業」や「理数トップセミナー」等の学習習慣の形 

成や学力の向上につながる取組を行ってきた成果であると考えられる。 

 

・ 教職員の資質・能力の向上について、採用選考検査の複数回実施、大学３年時特別

選考の実施、教員採用セミナーやガイダンスを実施したが、採用選考検査の受検者数

は前年度よりも減少した。 

 教職員の指導力向上のための研修については、精選・重点化を進め、ＩＣＴ教育、

生徒指導、キャリア教育等の分野で県の教育課題に対応した研修を実施し、オンライ

ンやオンデマンドを効果的に取り入れることで研修内容の充実を図った。 

 

・ 学びにおけるＩＣＴの活用について、県において教員向けＩＣＴ活用研修を継続

的に実施するとともに、新たに生成ＡＩ活用研修を実施したことにより、教員のＩＣ

Ｔ活用に対する理解や実践力の向上が図られた。 

 また、市町村教育委員会の担当者による授業参観や、教職員との意見交換を実施す

るなど、活用推進や好事例の共有に向けた情報提供・意見交換の機会を設定した。ま

た、各市町村においては、それぞれが策定した「１人１台端末の利活用に係る計画」

に基づき、教育委員会の指導の下、各校における活用が着実に進んでいるものと考え

られる。 

 遠隔教育においては、令和８年度の遠隔教育配信センター開設に向けた環境整備

を進めた。毎月のオンライン研修会の開催、授業構成や学習ツールの活用方法の共

有、公開授業の実施等の取組により、令和７年度の遠隔授業実施科目数が 23 科目と

◆基本方針Ⅰに関する総合評価 
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なった（令和５年度 16 科目、令和６年度 20 科目）。学校現場における遠隔教育の運

用体制の整備・成熟が進み、今後の配信センター運用に向けた基盤形成が順調に進展

している。 

 

・ グローバル社会に対応した教育の推進については、生徒のより実践的な英語によ 

るコミュニケーション能力の向上を目指して、高等学校において、「英語発信力育成 

研究事業」及び「ＡＩの活用による英語教育強化事業」を実施した。 

 

・ 夢や希望をかなえるキャリア教育の推進について、多様な進路希望や学習ニーズ

を持つ生徒に対する丁寧な進路指導や、地域・産業界と連携した教育活動、地域課題

を自分事として捉え、主体的に行動できる人材を育成するアントレプレナーシップ

教育を推進したことにより、「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒

の割合は過去最高となり、目標値を概ね達成した。 

 

・ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実について、市町村や学校、

園への訪問支援、オンライン講座による研修機会の提供等の取組を進めてきたこと

で、スタートカリキュラム※編成における小学校と保育所、幼稚園等が連携する事例

が増加してきた。 

※ スタートカリキュラム：小学校へ入学した子どもが、幼稚園等の遊びや生活を通した学びと

育ちを基礎として、主体的に自己を発揮し、新しい学校生活を創り出していくためのカリキ

ュラム 

 

・ 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進について、義務教育段階

では、県として管理職等対象研修会（地域と学校の協働・連携に係る研修会）等の取

組を行っており、各学校では、家庭や地域と連携・協働した取組や地域の特色を生か

した取組が実施されつつある。 

高等学校段階においては、特色ある学科・コース等に対する、継続的な活動支援 

等により、地域と連携した教育活動が展開されている。 

 

(２) 課題・今後の方向性 

・ 確かな学力の育成について、義務教育段階においては「全国学力・学習状況調査」

の平均正答率が、近年、全国平均を下回る状況が続いていることに加え、児童生徒の

家庭学習に取り組む時間の割合が減少傾向にあることが課題である。授業改善の推

進を図るための教材と併せて、児童生徒の学力の定着状況や教員の学習指導の取組

効果を評価するための問題を作成・配信し、定期的に検証することで、その後の改善

につなげる。 

また、全県的に児童生徒の学力の向上及び家庭学習の充実・習慣化を図るため、市

町村教育委員会と学力向上対策に関する協議会を設け、一体となって課題解決に取

り組む。 

 高等学校段階においては、家庭における学習習慣の定着に課題があると考えてお

り、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善をより一層推進し、生徒

の学習意欲の向上と知的探究心の涵養につなげていく。  

 

・ 教職員の資質・能力の向上について、教員採用選考検査受検倍率の増加と教員の未

配置の解消に向けて、教員の魅力ややりがいを伝える広報活動を強化するとともに、

教員の働き方改革を更に進め、受検者の増加を図り、正規教員と講師候補者を確保し

ていく。 

 また、教員研修については、時勢に適した教育課題を取り入れつつ、精選・重点化

を進め、大学等外部機関と連携した研修を実施するなど、より質の高い研修を提供し

ていく必要がある。 
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・ 学びにおけるＩＣＴの活用について、教職員や学校間でＩＣＴ活用指導力に差が

あることが課題である。引き続き、実践的な研修や好事例の共有など、教職員への支

援を継続する必要がある。 

 遠隔教育について、学校間での取組状況に差があることから、遠隔授業の実践に必

要な通信環境の構築や教室配置等を進めるとともに、教員一人一人への意義の理解

の促進と、授業改善や生徒への学習支援に資する研修のさらなる充実を図る。 

・ グローバル教育については、英語における「話す（やり取り）」「話す（発表）」「書

く」「聞く」「読む」の４技能５領域をバランスよく育成するため、授業改善を推進す

るとともに、世界とつながる高校生海外研修事業等を通じて、国際理解教育の一層の

充実を図る。 

・ 夢や希望をかなえるキャリア教育の推進について、高等学校においては生徒の進

路希望を達成するため、生徒一人一人の進路目標や学習ニーズに対応したきめ細か

な指導を継続していく必要がある。 

  変化が激しく、予測困難な時代において、個人が自身のキャリアを主体的に設計

し、柔軟に対応できる能力を身につけるため、アントレプレナーシップ教育の視点を

加えたキャリア教育を推進していく。 

 

・ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実について、スタートカリ

キュラムの編成を含めた「幼保小の架け橋プログラム」に対する市町村や学校の理解

が不十分であることや、プログラム推進に向けて市町村の体制が整っていないこと

が課題である。 

市町村、学校、園への訪問研修支援や市町村の架け橋期のコーディネーターの養成

等を通して幼保小の架け橋プログラムを推進し、幼児教育と小学校教育の円滑な接

続を目指す。 

 

・ 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進について、義務教育段階 

では、家庭や地域と連携・協働した取組や地域の特色を生かした取組が一部の学年 

にとどまり、学校全体での取組に広がっていないことが課題である。 

引き続き、学校と地域の連携・協働体制の構築に向けて、地域とともに歩む学校づ 

くりを支援していく。 

 高等学校では学校の小規模化が進む中にあっても、多様な他者とかかわる学習機

会を確保するため、地域と連携した探究的な学びを推進するなど、各学校の状況を踏

まえた魅力と活力ある学校づくりを進め、各高校の取組が生徒一人一人の進路実現

に着実に結びつくように取り組んでいく。 

 今後は、令和７年３月に公表した「県立高校の将来構想」に基づき、少子化が進行

する中にあっても、生徒や保護者から選ばれる学校づくりを進めるとともに、「Ｎ-

Ｅ.Ｘ.Ｔ.ハイスクール構想」に係る国の事業等を最大限に活用しながら教育の質の

維持・向上を図っていく。 

 

（３）総合評価 

 定量評価の評点の平均値は、3.5 となった。 

 ＩＣＴ活用指導力の向上や遠隔教育の環境整備、キャリア教育の充実、幼保小の接

続の推進、地域と連携した教育活動の展開など、各分野において取組の進展が見られ

た。一方で、学力向上に関する指標が目標に達していないことや、教員採用を取り巻

く状況が依然として厳しいことなど、本県教育の基盤に関わる課題が継続している。

総じて施策は着実に推進されているものの、重点課題において十分な成果が認めら

れなかった。 

基本方針Ⅰ全体の総合評価はＣとする。 
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１ 確かな学力の育成 

（１）義務教育段階での取組 

指標名 「授業が分かる」児童生徒の割合（小・中学校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

84.0% 79.9% 85.4% 93.6% ４ 

【指標の分析】 

基準値を下回り、目標値に達しなかった。 

 数値が下がった理由として、教員の授業づくりを支援するための教材（にいがた学びチ

ャレンジ教材）を作成・配信し、授業改善や授業力向上の取組を行ってきたが、教材活用

が徹底されなかったため、その効果が十分に発揮されなかったことが考えられる。 

今後は、教材と併せて児童生徒の学力の定着状況や教員の学習指導の取組効果を評価す

るための問題を作成・配信し、その活用を促すとともに、振り返りを通して児童生徒が自

己の成長を実感し、見通しをもって学習に取り組めるようにする必要がある。また、児童

生徒が学習に取り組む意欲や達成感を得られるよう、より一層「学ぶ楽しさ」や「分かる

喜び」を実感できる授業づくりを進めていく必要がある。 

指標名 全国学力・学習状況調査における平均正答率の本県と全国との差(小・中学校) 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 －２ 

中学校 －１ 

小学校 －３ 

中学校 －２ 

小学校＋６ 

中学校＋５ 

小学校０％※ 

中学校０％※ 

※実績値がマイナス値の 

ため達成率を０％とした。 

１ 

１ 

【指標の分析】 

小・中学校ともに基準値を下回り、目標値に達しなかった。 

理由の一つとして、県では「にいがた学びチャレンジ」による“分かる授業づくり”に

取り組んできたものの十分な効果が得られず、小・中学校ともに各教科において割合が大

きくなった下位層の児童生徒に対する学習支援に偏重したため、上位層の児童生徒の学び

を十分に支援することが困難となり、上位層の学びが停滞していることが考えられる。 

従来の一斉指導だけでは多様な学習ニーズに十分応えられない状況であることから、デ

ジタル学習基盤をさらに有効に活用するなどし、個別最適な学びを一層充実させる必要が

ある。 

 

  

➤基本方針Ⅰに関する指標の進捗状況 
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（２）高等学校教育段階での取組 

指標名 「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合 

（高校：全日制・定時制２年生、中等教育学校：５年生） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

71.4% 73.5% 76.0% 96.7% ４ 

【指標の分析】 

指標は、基準値からは増加したものの、目標値には達しなかった。 

「高校生スタートアップ支援事業」や「理数トップセミナー」等の学習習慣の形成や学

力の向上につながる取組を行い、当県の大学等進学率は８年連続で上昇するなど一定の成

果が見られる。ただ、全国との差が縮まらないなどの課題がある。 

また、令和８年度の医学科進学者数は既卒者もあわせて、昨年度と比べ２人増加し、86

人となった。 

進路指導に関する取組の工夫を学校間で共有し、ノウハウを普及するなど、生徒の進路

実現に向けた各学校の進路指導を一層充実させるための支援を行う必要がある。 

 

２ 教職員の資質・能力の向上 

指標名 研修で学んだことを活用した・活用する予定であると答えた教員の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

99.2% 99.1% 100% 99.1% ４ 

【指標の分析】 

 目標値には達しなかったものの、引き続き高い数値となっている。 

教員の指導力向上を図るため、教職員研修の精選・重点化を進めた。 

また、教科教育専門監 29 人を 14 市町に配置し、７市町村に指導主事を 65 回派遣する

など、学校訪問による研修も実施した。各学校・教員の指導力向上に向けた支援が教員一

人ひとりの授業に対する意識改革につながり、目標値を概ね達成したと考えられる。 
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３ 学びにおけるＩＣＴの活用 

指標名 教員のＩＣＴ活用指導力の「授業中に活用して指導できる」割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

66.8% 80.5% 100% 80.5% ３ 

【指標の分析】 

基準値を上回ったものの、目標値には達しなかった。 

理由として、生成ＡＩ等をはじめとした技術革新が進んでおり、教員に求められる能力

の水準も同時に高まっていることが考えられる。 

教員向けＩＣＴ活用研修の継続的な実施や、新たに生成ＡＩ活用研修を実施したこと等

により、教員のＩＣＴ活用に対する理解や実践力の向上が一定程度進み、特に、授業にお

いて教育用クラウドサービス等を活用した実践が定着しつつあることが、指標改善につな

がっている。 

一方で、教員のＩＣＴ活用経験や技能、研修機会等の違いにより教員間や学校間で活用

に差が見られるほか、日々進歩する技術への対応などに課題が残っていることから、今後

も実践的な研修や好事例を共有していくことで、指導力の更なる向上を図る必要がある。 

指標名 ＩＣＴを活用した授業が、学習意欲の向上につながっていると考える生徒の割合

（高校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

83.2% 88.8% 95% 93.5% ４ 

【指標の分析】 

基準値を上回ったものの、目標値には達しなかった。 

教員向けＩＣＴ活用研修等の実施により、ＩＣＴを効果的に活用した協働的な学びが充

実し、生徒が主体的に学習に関わる機会が増えたことが、学習意欲の向上につながり、指

標が改善傾向にあると考えられる。 

今後も生徒の実態に応じたＩＣＴ活用の質的向上等を通じて、学習意欲の一層の向上を

図る必要がある。 
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４ グローバル社会に対応した教育の推進 

指標名 授業中の英語の使用率 

①生徒の英語による言語活動が半分以上を占める授業を行っている学校の割合 

②授業において、発話の半分以上を英語で行っている学校の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

中学校 

①69.3% 

②68.8% 

（Ｒ５） 

①64.9% 

②54.6% 

 

①92% 

②82% 

 

①70.5% 

②66.6% 

 

２ 

１ 

高校 

①40.9% 

②40.9% 

（Ｒ６） 

①47.4% 

②33.1% 

 

①82% 

②77% 

 

①57.8% 

②43.0% 

 

１ 

１ 

【指標の分析】 

中学校においては、令和５年度実績値は基準値を下回り、目標値にも達しなかった。 

中学校を対象に英語科主任研修や指導主事等の学校訪問を実施し、生徒の英語学習に対

する興味・関心の向上を図った。 

高校においては、令和５年度と比較して、生徒の英語による言語活動や授業における英

語による発話に係る値が、それぞれ 1.6％、4.3％向上した。しかし、いずれも目標値には

達していない。 

「話す（やり取り）」「話す（発表）」「書く」「聞く」「読む」の４技能５領域をバランス

よく習得させるため、教員研修等を通じて授業改善を促し、ＡＩ等のＩＣＴの効果的な活

用により言語活動をさらに充実させ、生徒の理解度に応じた教員の英語による発話を増加

させる必要がある。 

 

５ 持続可能な社会を構築する教育の推進 

指標名 環境教育全体計画を作成し、実践を進めた小・中学校の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

80.3% 81.5% 93% 87.6% ３ 

【指標の分析】 

基準値を上回ったものの、目標値に達しなかった。 

小・中学校において、「環境教育全体計画」の作成率は 93.7％であり、高水準となって

いるが、「環境保全活動の実践」に関しては、「にいがたゼロチャレ 30」や「脱炭素ポータ

ルサイト」に関する授業活用取組例の紹介等を行ったものの、小学校の割合が低下した。 

計画を授業実践につなげていくことが必要である。 

今後は、環境教育の必要性について、県環境局や地区理科教育センターなどの関係機関

と連携しながら啓発活動の強化に努めることにより、児童生徒が環境への関心と知識を高

め、環境保全に配慮した行動力と思考力・判断力を身に付け、持続可能な社会の実現に向

けた態度を育成していく。 
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６ 夢や希望をかなえるキャリア教育の推進 

指標名 「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合 

（高校：全日制・定時制２年生、中等教育学校：５年生）【再掲】 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

71.4% 73.5% 76% 96.7％ ４ 

【指標の分析】 

目標値には達しなかったものの、基準値よりは改善できているため、高等学校等におけ

るインターンシップやデュアルシステム等の地域・産業界と連携した教育活動の実施及び

教員研修、講師派遣、モデル校の支援等による、各学校でのアントレプレナーシップ教育

の推進が一定の効果をもたらしたと考えられる。 

 

７ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実 

指標名 スタートカリキュラムの編成において、保育所・幼稚園等と連携した割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

66.3% 83.0% 85.0% 97.6% ４ 

【指標の分析】 

基準値を上回ったものの、目標値に達しなかった。 

市町村や学校、園への訪問支援、オンライン講座による研修機会の提供などの取組によ

り、一定の成果はあったものの、スタートカリキュラムの編成を含めた「幼保小の架け橋

プログラム」に対する市町村や学校の理解が不十分であることや、プログラムの推進に向

けて市町村の体制が整っていないこと等の理由により目標値に達しなかったと考えられ

る。 

 今後は、訪問研修支援や市町村の架け橋期のコーディネーターの養成等を通して、架け

橋期の教育の理解促進と市町村の体制整備を図り、幼児教育と小学校教育の円滑な接続を

目指す。 

 

８ 豊かな心、倫理観、規範意識などをはぐくむ教育の推進 

（１）道徳教育・体験活動・情操教育の推進 

指標名 自然体験活動や社会体験活動などの実施校（小・中学校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

97.0% 100% 100% 100% ５ 

【指標の分析】 

全ての小・中学校で実施され、目標値を達成した。 

 小学校では、花や野菜などの栽培活動や県内の青少年教育施設を活用した自然体験活動

が実施され、中学校では、職場体験活動などの社会体験活動が実施された。 
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（２）いじめをしない、見逃さない、許さない意識の醸成 

指標名 「いじめはどんなことがあってもいけない」と考える児童生徒の割合 

（小・中学校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小 97.9% 

中 97.0% 

小 97.8% 

中 96.4% 

小 100% 

中 100% 

小 97.8% 

中 96.4% 

４ 

４ 

【指標の分析】 

実績値は高水準を維持しており、概ね目標値を達成した。 

「いじめ見逃しゼロスクール」「いじめ見逃しゼロキャラバン」「いじめ見逃しゼロ県民

運動」に取り組んだこと等により、「いじめはどんなことがあってもいけない」との考えが

児童生徒に定着していると考えられる。 

今後も、「いじめ見逃しゼロ県民運動」を引き続き実施するとともに、学級内の親和的な

関係を構築するためのプログラムの実践を推進し、心理的安全性の高い集団形成に取り組

むことにより、いじめ防止等の意識の定着に努める。 

 

（３）人権教育、同和教育の推進 

指標名 現地研修会実施率（人権教育、同和教育） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／基準値％ 
評点 

小学校 27.8% 

中学校 32.9% 

高等学校 32.6% 

46.7% 

49.4% 

51.1% 

増加させる 

168.0% 

150.2% 

156.8% 

５ 

５ 

５ 

【指標の分析】 

 基準値に比べて全体で約 18％増加し、目標値を達成した。 

 人権教育、同和教育の一層の推進に関する通知を発出し、教職員研修の充実や行政及び

人権団体等が主催する各種研修会等への積極的な参加を促したためと考えられる。 

指標名 外部講師による講話、講義の実施率（小・中学校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 48.1% 

中学校 47.9% 

68.8% 

62.2% 

小学校 52% 

中学校 52% 

132.3% 

119.6% 

５ 

５ 

【指標の分析】 

 基準値に比べて全体で約 18％増加し、目標値を達成した。 

 人権教育、同和教育の一層の推進に関する通知を発出し、差別の現実に学び差別を他人

事とせず、自分自身の問題として受け止める指導に取り組むよう、学校へ促したためと考

えられる。 
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（４）郷土への貢献意欲を高める教育の推進 

指標名 ふるさとへの愛着や誇りをはぐくむ体験活動（ふるさと学習、地域でのボランテ

ィア活動等）を実施した小・中学校の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 97.9% 

中学校 93.4% 

95.9% 

92.1% 
100% 

95.9% 

92.1% 

４ 

４ 

【指標の分析】 

基準値を下回り、目標値に達しなかった。 

 新潟県教育振興基本計画の【めざす人間像】に『ふるさとへの愛と誇りを胸に』を掲げ、

市町村教育委員会や各学校に対し郷土への貢献意欲を高める教育を推進してきたことで、

高水準を維持しているものの、地域人材・指導者・受入体制の不足、他の教育活動との時

間調整等の課題がある。 

 今後は、社会とつながる学習が実践されるよう、すべての学校における総合学習などの

教育活動に工夫を促す必要がある。 

指標名 地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある児童生徒の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 59.6% 

中学校 50.6% 

83.0% 

77.3% 

小学校 70% 

中学校 60% 

118.5% 

128.8% 

５ 

５ 

【指標の分析】 

 基準値に比べて約 25％増加し、目標値を達成した。 

 「新潟県の仕事人」動画※１、「夢サポート」動画※２をキャリア教育情報発信サイトに掲

載し、７月の「夢創造、ナビゲーション月間」において、各学校や市町村教育委員会へキ

ャリア教育に関する動画の活用やワークシートの使用例を周知し、実践したことで、児童

生徒の勤労観・職業観や地域への貢献意欲の醸成につながったものと考えられる。 

※１ 「新潟県の仕事人」動画：新潟県内で活躍する様々な方へインタビューを行い、仕事内容だけで

はなく、働くことの意義、ふるさとへの思い、様々な経験を語る動画 

※２ 「夢サポート動画」：中学生が職場を訪れ、見学や体験、働く人へのインタビューを通じて、感じ

たことを語る動画 

 

  

- 16 -



９ 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実 

指標名 新潟県体力テストの平成 30 年度の本県平均値を上回った項目数 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 0/64 

中学校 7/48 

高等学校 19/48 

H30年度の本県平均値

を上回った項目数 

小学校  6/64 

中学校 15/48 

高等学校 15/48 

H30年度の本県平均値

を上回った項目数 

新潟県体力テストの

H30年度の本県平均値

を上回った項目数を

対象項目数の50%以上

とする 

小学校 32 項目以上 

中学校 24 項目以上 

高校 24 項目以上 

小学校 18.8% 

中学校 62.5% 

高等学校 62.5% 

 

 

１ 

１ 

１ 

【指標の分析】 

指標の実績値は、全体として基準値を上回ったものの、目標値には達しなかった。 

一方で、これまで体力向上に関する取組を継続的に進めてきたことで、「令和７年度 全

国体力・運動能力、運動習慣等調査」では、本県児童生徒の体力合計点は、小・中学校の

男女ともに全国上位を維持している。（小学５年男子６位・女子７位、中学２年男子５位・

女子７位） 

 今後、体力合計点と相関が高いとされる、「運動やスポーツをすることが好き」「体育の

授業が楽しい」と感じる児童生徒を増やしていくための授業改善や「１学校１取組」※の充

実を図るなど、中長期的な体力向上の取組を推進する必要がある。 

※ １学校１取組：各学校が、前年度の体力テストの結果を分析し、体力・健康面における課題を明確

にした上で、改善に向けた重点的な取組内容を設定し実践する取組。 

指標名 朝食を欠食する児童の割合（小学６年生） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

(100-A)/(100-B)％ 
評点 

3.6% 4.6% 0% 95.4% ４ 

【指標の分析】 

指標の実績値は、基準値を下回り、目標値に達しなかった。 

栄養教諭や管理職等を対象とした各研修において、朝食欠食率の改善に向けた働きかけ

を行うとともに、各学校の「グランドデザイン」や「食に関する指導の全体計画」に朝食

摂取等について記載し、食育について啓発してきた。その結果、食育が全校体制で取り組

まれており、朝食欠食率も全国平均（R7：6.3％）より低い水準となっている。 

しかし、近年は食を取り巻く社会環境や、家庭の食生活の在り方が変化してきているこ

とから、数値が改善できていないと考えられる。 

今後も、栄養教諭等の専門性を生かしながら、全教職員が連携・協力して指導できる体

制を整え、「早寝・早起き・朝ごはん」運動の継続的な推進等を図っていく必要がある。 
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10 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進 

（１）義務教育段階での取組 

指標名 「学校生活が楽しい」と思う児童・生徒の割合（小・中学校） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

84.9% 87.4% 91.5% 95.5% ４ 

【指標の分析】 

基準値を上回ったものの、目標値には達しなかった。 

 管理職等対象研修会（地域と学校の協働・連携に係る研修会）等の取組により、各学校

では家庭や地域と連携・協働した取組や地域の特色を生かした取組が推進されつつあるも

のの、一部の学年のみにとどまり全校体制となっていないなど、取組が十分ではないこと

が理由と考えられる。 

今後も引き続き、学校と地域の連携・協働体制の構築に向けて、地域とともに歩む学校

づくりを支援していく。 

 

（２）高等学校教育段階での取組 

指標名 「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合 

（高校：全日制・定時制２年生、中等教育学校：５年生）【再掲】 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

71.4% 73.5% 76.0% 96.7% ４ 

【指標の分析】 

指標は、基準値からは増加したものの、目標値には達しなかった。 

特色ある学科・コースに対し、継続的に活動支援を行っているほか、学校と地元自治体

等との連携・協働した体制構築に係る取組を行う学校や学校間連携のモデル構築に取り組

む学校への支援などを行い、生徒が多様な価値観に触れながら学びを充実させる機会を創

出しており、各校における特色ある取組が当指標の高さに寄与していると考えられる。 

学校の小規模化が進む中にあっても、多様な他者とかかわる学習機会を確保するため、

地域と連携した探究的な学びを推進するなど、各学校の状況を踏まえた魅力と活力ある学

校づくりを進め、各高校の取組が生徒一人一人の進路実現に着実に結びつくように取り組

んでいく。 

また、今後は、令和７年３月に公表した「県立高校の将来構想」に基づき、少子化が進

む中にあっても、生徒・保護者から選ばれる学校づくりを進めるとともに、「Ｎ-Ｅ.Ｘ.Ｔ.

ハイスクール構想」に係る国の事業などを最大限に活用しながら教育の質の維持・向上を

図っていく。 
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基本方針Ⅱ 誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境の整備 総合評価：Ｂ 

 

１ 施策の概要 

目指す

もの 

子どもの貧困率が依然として高い水準にあり、世帯タイプ等によって進路や

進学率に差が生じていることや、特別な教育的ニーズのある子どもの数が年々

増加している状況にあることから、育った家庭における経済状況や抱える障害

などにかかわらず、誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境を実現する。 

施策の

展開 

方向 

１ 教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援 

２ 様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談・支援体制の充実 

３ 地域と連携した学習支援、家庭教育支援の充実 

４ インクルーシブ教育システムの構築 

５ 多様化する教育ニーズに対応する高等学校定時制・通信制教育の推進 

 

２ 基本方針Ⅱの総合評価 

（１） 現状・実績 

・ 教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援について、国の高等教育の修学支援新

制度の周知や高等学校等就学支援金制度の適切な運用に加え、きめ細かな学習支援

及び進路指導等を実施することで、経済的理由による進学断念の防止に寄与してい

る。 

 

・ 様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談・支援体制について、県立高等学校にお

けるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置に加え、電話・メ

ール・ＳＮＳ等を活用した相談・支援を組織的に実施したことにより、中退率の抑制

に繋がっている。 

 

・ 地域と連携した学習支援、家庭教育支援について、放課後子ども教室や地域未来

塾、土曜学習等の学習支援の場が各市町村において運営されており、経済的な理由や

地理的条件にかかわらず、学びたい児童生徒に対して、体験活動や学習支援の機会を

提供しており、重要な役割を果たしている。 

また、県内の家庭教育支援チームは、子育てについて気軽に相談・交流ができる場

や世代間交流の機会を設けるなど、参加者の学びの場を作るとともに、子育て中の親

が孤立しないよう支援している。 

 

・ インクルーシブ教育システムの構築について、様々な教育的ニーズのある子どもが

ともに学ぶことができるように、多くの学校が関係機関と連携した支援を実施して

いる。 

連携先としては、特別支援学校等の教育機関、病院や訪問看護ステーション等の医

療機関、相談支援等の福祉機関が多く、学習面、健康面、生活面の支援について専門

的な知見を得ながら対応している。また、地域の支援ボランティア、町内民生委員と

いった身近な地域との連携に広がりが見られた。 

 

・ 多様化する教育ニーズに対応する高等学校定時制・通信制教育の推進について、定

通併修などの学校間連携や、学校外における学修の単位認定などの取組により、「進

路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合が、定時制・通信制も含め

て概ね目標値に達しており、高等学校の生徒一人一人のニーズに応える多様な学び

の場を提供できていると考えられる。 

 

◆基本方針Ⅱに関する総合評価 
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（２）課題・今後の方向性 

・ 教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援について、引き続き、国の高等教育の

修学支援新制度の周知、高等学校等就学支援金制度の適切な運用、きめ細かな学習支

援と進路指導等を実施していく。 

 

・ 様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談・支援体制について、中途退学に至る要

因は、学業、学校生活、家庭の事情など多岐にわたり、継続的かつきめ細かな支援が

必要であることから、関係機関と連携し、早期支援体制の充実を図り、中途退学の防

止に取り組む。 

 

・ 地域と連携した学習支援、家庭教育支援について、市町村や地域によって取組に差

が見られる。現状や地域の実情を丁寧に把握した上で、必要に応じて学習支援の場づ

くりの好事例の情報提供や、地域学校協働活動推進員及び地域コーディネーターの

育成に関する助言や働きかけを行い、取組の充実・拡大を図る。 

 

・ インクルーシブ教育システムの構築について、外部機関との継続的な連携により複

数の分野で効果が見られた事例を収集・共有するとともに、教員研修等を通じて効果

的な支援の在り方を周知することで、連携の成果がより広範な分野へ広がるよう取

り組んでいく必要がある。 

 

・ 多様化する教育ニーズに対応する高等学校定時制・通信制教育の推進について、引

き続き、定時制・通信制を置く学校が、生徒の個々の特性や教育ニーズに応じた柔軟

な学びの機会を提供していくことで、定時制・通信制教育の充実を一層図っていく。 

 

（３）総合評価 

教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援、様々な悩みを抱える児童生徒に対す

る相談・支援体制の充実等に改善が見られ、定量評価の評点の平均値は、3.9 となっ

た。 

インクルーシブ教育システムの構築について、着実に進展しているものの、成果が

表れるまで一定の期間を要すると考えられる指標の評点が低く、継続的な取組が必要

である。 

基本方針Ⅱ全体の総合評価はＢとする。 
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１ 教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援 

指標名 住民税所得割非課税世帯と課税世帯の大学、短期大学及び専修学校（専門課程）

への進学率の差 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

基準値／Ａ％ 
評点 

10.0% 

非課税世帯 66.1 

課税世帯 76.1 

8.1% 

非課税世帯 69.2 

課税世帯 77.3 

減少させる 123.5% ５ 

【指標の分析】 

進学率の差は、基準値から 1.9 ポイント減少し、目標を達成した。 

国の高等教育の修学支援新制度の活用等の周知、高等学校等就学支援金制度等の適切な

運用、きめ細かな学習支援と進路指導等が、経済的理由による進学断念の防止に一定の効

果があったと考えられる。 

 

２ 様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談・支援体制の充実 

指標名 高等学校における経済的理由、学校生活・学業生活不適応による中途退学者の人

数（県立学校全日制・定時制） 

基準値 

(Ｒ２) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

基準値／Ａ％ 
評点 

全体 463 人 全体 201 人 全体 減少させる 230%  

不適応 106 人 

経済的理由 0 人 

不適応 92 人 

経済的理由 0 人 

不適応 減少させる 

経済的理由 0 人 

115% 

達成 

５ 

５ 

【指標の分析】 

 中途退学者の人数は、全体で半数以下に減少し、学校生活・学業生活不適応によるも

のも減少し、目標を達成した。 

 新潟県いじめ・不登校等相談電話の件数が令和６年度、７年度いずれも大幅に増加し

ており、またスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーに寄せられる相談

内容が複雑化・多様化し、支援に時間を要する案件もある。 

様々な形態での相談・支援が中途退学者数の減少につながっていることがうかがえる

が、児童生徒のニーズは高く、個々の状況に応じた継続的な支援を行うために、引き続き

相談・支援体制の充実を図る必要がある。 

 

  

➤基本方針Ⅱに関する指標の進捗状況 
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３ 地域と連携した学習支援、家庭教育支援の充実 

指標名 放課後や土曜日等の学習支援活動を活用し、学習している子どものいる市町村数

（訪問型含む） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

 24 団体 29 団体  30 団体 96.7% ４ 

【指標の分析】 

地域人材を活用した放課後・土曜日等の学習支援活動を行う市町村数は 29 団体（未実

施は１団体）となり、ほとんどの市町村で導入が進んだ。 

地域連携コーディネーター等の配置による効果があった一方、人材不足に悩む市町村が

あること、取組に偏りが見られることから、地域人材の確保・育成および様々な学習支援

活動が展開されるよう、市町村教育委員会や地域連携コーディネーター等を対象とした研

修の実施等を通じて支援を継続する必要がある。 

 

４ インクルーシブ教育システムの構築 

指標名 子どもの多様な教育的ニーズに応える学校づくりに向けて、外部機関と連携し、

それを活用している小・中学校の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 99.4% 

中学校 100.0% 

小学校 99.0% 

中学校 97.4% 

小学校 100.0% 

中学校 100.0% 

小学校 99.0% 

中学校 97.4% 

４ 

４ 

【指標の分析】 

外部機関と連携している小・中学校の割合について、目標値を下回ったものの、引き続

き高い水準を維持している。 

外部機関との連携先、効果の内容等をまとめた事例集の周知により、多くの小・中学校

が特別支援学校や病院等の外部機関と連携した支援を実施しており、概ね目標値を達成し

た。 
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指標名 子どもの多様な教育的ニーズに応える学校づくりに向けて、外部機関と連携し、

複数の分野で具体的な効果があった小・中学校の割合 

基準値 

(Ｒ４) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小学校 86.4% 

中学校 79.6% 

小学校 78.6% 

中学校 77.3% 

小学校 100.0% 

中学校 100.0% 

小学校 78.6% 

中学校 77.3% 

２ 

２ 

【指標の分析】 

指標は目標値には達しなかったものの、外部機関との連携により、学習面、健康面、生

活面等のいずれかの分野について具体的な効果があったと回答した学校は、小・中学校と

もに約 95%と高い水準にあり、連携そのものの効果は確認できる。 

複数の分野にわたる効果については、近年、学習面や生活面、健康面など複合的な課題

を抱える児童生徒が増加していることから、課題の改善や支援の成果が複数の分野に波及

するまでに一定の期間を要するものと考えられる。そのため、外部機関との連携は着実に

進展しているものの、単年度の調査では複数分野における効果として十分に表れにくい状

況があると考えられる。 

 

５ 多様化する教育ニーズに対応する高等学校定時制・通信制教育の推進 

指標名 「進路実現に学校は役に立っている」と感じている生徒の割合 

（高校：全日制・定時制２年生、中等教育学校：５年生）【再掲】 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

71.4% 73.5% 76.0% 96.7% ４ 

【指標の分析】 

実績値は 73.5%で目標値には達しなかったものの、基準値よりは改善できているため定

通併修などの学校間連携や学校外における学修の単位認定など、定時制・通信制も含めた

生徒一人一人のニーズに応える多様な学びの場を提供できていると考えられる。 

今後も定時制・通信制を置く学校が、生徒の個々の特性や教育ニーズに応じた柔軟な学

びの機会を提供していくことで、定時制・通信制教育の充実を一層図る必要がある。 
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基本方針Ⅲ 児童生徒が安全に安心して学べる学校づくり  総合評価：Ⅾ 

 

１ 施策の概要 

目指す

もの 

いじめ防止等の取組や信頼される生徒指導体制の充実、教職員が児童生徒と

向き合える環境づくりなどを推進するとともに、学校施設の耐震化や機能向上

などにより、児童生徒が安全に安心して学べる環境の実現を図る。 

施策の

展開 

方向 

１ いじめ防止等の取組 

２ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実 

３ 教職員が児童生徒と向き合える環境づくり 

４ 児童生徒の安全確保と防災教育等の推進 

５ 学校施設の耐震化・機能向上 

 

 基本方針Ⅲの総合評価 

（１）現状・実績  

・ いじめ防止等の取組について、「いじめはどんなことがあってもいけない」と考え

る児童生徒の割合が高く、意識の定着がうかがえる。また、いじめの解消率について

は、安易に解消と判断せず、丁寧に対応するよう学校に指導したことにより、基準値

より低下したと考えられる。 

 

・ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実について、校内教育支援センターを 

核とした不登校対策、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用

促進を中心とした相談体制の充実に努めることで、学校にいる大人に相談できる児

童生徒は増加していると考えているが、不登校、暴力行為発生件数ともに増加に歯止

めがかかっていない。 

 

・ 教職員が児童生徒と向き合える環境づくりについて、「働き方改革推進プラン」に

基づく各種取組の実施により、時間外勤務が月 45 時間を超える教職員の割合は、す

べての校種で改善が見られた。これにより、教職員と児童生徒が向き合える時間が増

加し、児童生徒にとっての学校生活の充実に繋がっているものと考える。 

 

・ 児童生徒の防災教育について、「新潟県防災教育プログラム」や、これを基に各学 

校が作成した「自校化プログラム」を活用した取組が進められており、児童生徒の『災

害から生き抜く力』を育み、自らの命を守る意識の定着につながっていると考えられ

る。 

 

・ 学校施設の耐震化・機能向上について、学校施設（構造体（柱・壁・屋根・床等）

に限る）は令和５年度、体育館の吊り天井は令和４年度に耐震化が完了し、令和６年

度、７年度は、多目的トイレやスロープの整備などバリアフリー化を進め、機能向上

を図った。 

 

（２）課題・今後の方向性 

・ いじめ防止等の取組について、いじめの発生そのものを抑えるため、児童生徒が互

いに安全に安心して過ごせる教室環境の構築に努め、いじめが発生しにくい学校づ

くりを進めていく。 

 

・ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実について、不登校や暴力行為が発生し

にくい学校づくりを進めることが必要であり、相談体制の充実、心理面からの支援を

◆基本方針Ⅲに関する総合評価 
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進めるとともに、未然防止資料の開発と実践に取り組む。 

 

・ 教職員が児童生徒と向き合える環境づくりについて、依然として長時間労働の実態

があり、教職員の多忙化解消に向け、「業務量管理・健康確保措置実施計画」等の取

組により、教職員が児童生徒と向き合う時間の確保を進めていく。 

 

・ 児童生徒の防災教育について、自然災害等の危険から自らの命を守りぬく主体的な

行動を育成するため、より実効性のある防災教育・防災訓練の充実に向け、専門性を

有する多様な機関と連携した取組を推進していく。 

 

・ 学校施設の耐震化・機能向上について、学校施設（構造体（柱・壁・屋根・床等）

に限る）の耐震化は完了したものの、老朽化が進んでいることから、大規模改修工事

や改築を計画的に実施するとともに、空調設備の整備や照明のＬＥＤ化などを行う

ことで、機能向上を進めていく。 

 

（３）総合評価 

定量評価の評点の平均値は、3.6 となった。 

時間外勤務（月 45 時間・年 360 時間超の教職員の割合）において若干の改善が見 

られたものの、不登校児童生徒の割合や暴力行為の発生件数は増加傾向にあり、各 

分野において引き続き改善に向けた取組が必要である。 

基本方針Ⅲ全体の総合評価はＤとする。 
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１ いじめ防止等の取組 

（１）いじめをしない、見逃さない、許さない意識の醸成【再掲】 

指標名 「いじめはどんなことがあってもいけない」と考える児童生徒の割合 

（小・中学校）【再掲】 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

小 97.9% 

中 97.0% 

小 97.8% 

中 96.4% 

小 100% 

中 100% 

小 97.8% 

中 96.4% 

４ 

４ 

【指標の分析】 

実績値は高水準を維持しており、概ね目標値を達成した。 

「いじめ見逃しゼロスクール」「いじめ見逃しゼロキャラバン」「いじめ見逃しゼロ県民

運動」に取り組んだこと等により、「いじめはどんなことがあってもいけない」との考えが

児童生徒に定着していると考えられる。 

今後も、「いじめ見逃しゼロ県民運動」を引き続き実施するとともに、学級内の親和的な

関係を構築するためのプログラムの実践を推進し、心理的安全性の高い集団形成に取り組

むことにより、いじめ防止等の意識の定着に努める。 

 

（２）未然防止、早期発見・解消に向けた取組 

指標名 いじめの解消率（小・中・高等・特別支援学校の全体） 

基準値 

(Ｒ２) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

97.4% 91.0% 100% 91.0% ４ 

【指標の分析】 

いじめ解消率は 91.0%であり、基準値からも低下し、目標値に達しなかった。 

これは、いじめを初期段階から丁寧に把握したことによる認知件数の増加や、いじめの

背景の複雑化や多様化によりいじめ解消の目安である３か月を経過後も、継続して対応を

行うケースが増加した結果と考えられる。 

今後も、各学校のいじめ未然防止への取組や組織力の強化に加え、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤーの活用などにより、複雑化、多様化

するいじめへの丁寧な対応が必要である。 

※ いじめの解消率＝（解消件数）／（いじめ認知件数－取組中（３か月未満）件数）×100 

※ 「いじめの防止等のための基本的な方針」（文部科学省）において、いじめ解消の定義は次のように

定められている。 

① いじめに係る行為が止んでいること 

 →「相当の期間継続していること」（少なくとも３か月を目安） 

② 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

 

  

➤基本方針Ⅲに関する指標の進捗状況 
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２ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実 

（１）不登校への対応 

指標名 不登校児童生徒の割合（小・中・高校）【不登校数／在籍生徒数×100】 

基準値 

(Ｒ２) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ｂ／Ａ％ 
評点 

小学校 0.91% 

中学校 3.85% 

高等学校 1.70% 

小学校 2.19% 

中学校 6.97% 

高等学校 2.20% 

小学校 0.90% 

中学校 3.79% 

高等学校 1.58% 

小学校 41.1% 

中学校 54.4% 

高等学校 71.8% 

１ 

１ 

２ 

【指標の分析】 

全ての校種において、基準値から増加し、目標値に達しなかった。 

不登校児童生徒の学校復帰率は、全国同様約３割であり、対策の一定の成果が見られる

ものの、不登校全体のうち、新たに不登校となった児童生徒が約４割を占めており、この

ことが不登校の減少につながっていない要因と考えられる。 

校内教育支援センターの設置促進・機能強化により、不登校の未然防止と不登校状態か

らの登校復帰を図るとともに、個々の児童生徒の状況に応じた支援、家庭と連携したきめ

細かな対応に努め、すべての児童生徒が安心して学べる学校づくりを推進する。 

 

（２）非行・暴力行為等への対応 

指標名 暴力行為の児童生徒数 1,000 人当たりの発生件数 

基準値 

(Ｒ２) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

基準値／Ａ％ 
評点 

9.2 件 24.9 件 減少させる 36.9% １ 

【指標の分析】 

暴力行為発生件数は全ての校種において増加傾向にある。 

いじめ認知の意識の高まりとともに、いじめの態様の一つである「軽くぶつかられたり、

遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする」（文部科学省基準では暴力行為に計上しな

い）や、文部科学省基準である「故意に有形力を加える行為」に該当しないものまで学校

が計上していることが増加の要因であると考えられる。 

文部科学省調査における暴力行為の基準に則って計上するよう学校・市町村教育委員会

に促すことで正確な実態把握に努めるとともに、一方で特定の児童生徒が繰り返し行為を

行うケースもあることから、スクールカウンセラー等と連携し、不安や悩みを持つ児童生

徒、感情のコントロールがうまくできない児童生徒に対する相談支援体制の整備に努め

る。 
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（３）中途退学への対応 

指標名 高等学校における経済的理由、学校生活・学業生活不適応による中途退学者の人

数（県立学校全日制・定時制）【再掲】 

基準値 

(Ｒ２) 

実績値 

(Ｒ６)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

基準値／Ａ％ 
評点 

全体 463 人 全体 201 人 全体 減少させる 230%  

不適応 106 人 

経済的理由 0 人 

不適応 92 人 

経済的理由 0 人 

不適応 減少させる 

経済的理由 0 人 

115% 

達成 

５ 

５ 

【指標の分析】 

中途退学者の人数は、全体で半数以下に減少し、学校生活・学業生活不適応によるも

のも減少し、目標を達成した。 

 新潟県いじめ・不登校等相談電話の件数が令和６年度、７年度いずれも大幅に増加し

ており、またスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーに寄せられる相談

内容が複雑化・多様化し、支援に時間を要する案件もある。 

様々な形態での相談・支援が中途退学者数の減少につながっていることがうかがえる

が、児童生徒のニーズは高く、個々の状況に応じた継続的な支援を行うために、引き続き

相談・支援体制の充実を図る必要がある。 

 

３ 教職員が児童生徒と向き合える環境づくり 

指標名 時間外勤務が月 45 時間を超える教職員の平均割合（小・中・特支・高） 

時間外勤務が年 360 時間を超える教職員の割合（小・中・特支・高） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ｂ／Ａ％ 
評点 

【45h 超/月】 

小：36.0% 

中：49.3% 

特： 5.2% 

高：25.8% 

【45h 超/月】 

小：26.4% 

中：33.4% 

特： 4.6% 

高：21.9% 

【45h 超/月】 

小：28.8% 

中：32.4% 

特： 3.2% 

高：20.0% 

【45h 超/月】 

小：109.1% 

中： 97.0% 

特： 69.6% 

高： 91.3% 

【45h 超/月】 

小：5 

中：4 

特：1 

高：4 

【360h 超/年】 

小：65.2% 

中：75.2% 

特：16.9% 

高：53.3% 

【360h 超/年】 

小：53.0% 

中：59.5% 

特：13.8% 

高：46.0% 

【360h 超/年】 

小：58.0% 

中：58.3% 

特：14.9% 

高：47.5% 

【360h 超/年】 

小：109.4% 

中： 98.0% 

特：108.0% 

高：103.3% 

【360h 超/年】 

小：5 

中：4 

特：5 

高：5 

【指標の分析】 

月 45 時間を超える教職員の平均割合、年 360 時間を超える教職員の割合は一部目標値

を達成していないものの、すべての校種で改善が見られた。 

「働き方改革推進プラン」の取組等により、時間外勤務の縮減に一定の効果があったと

考えるが、年 360 時間を超える教職員が小・中学校で過半数を超えているなど、依然とし

て長時間労働の実態があることから、スクール・サポート・スタッフ等の外部人材の一層

の配置拡充等、引き続き、県・市町村・各学校などの関係機関による取組が必要である。 
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指標名 多忙化軽減、多忙感緩和に係る教職員による５段階評価の平均値（小・中・特支） 

※「多忙化は解消されたか」「多忙感は緩和されたか」の設問に対し、５段階評価で回答した平均 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

【多忙化】 

小：3.5 

中：3.4 

特：3.3 

【多忙化】 

小：3.5 

中：3.7 

特：3.6 

多忙化軽減 

4.0 以上 

 

【多忙化】 

小：87.5% 

中：92.5% 

特：90.0% 

【多忙化】 

小：3 

中：4 

特：4 

【多忙感】 

小：3.5 

中：3.5 

特：3.4 

【多忙感】 

小：3.4 

中：3.6 

特：3.5 

多忙感緩和 

4.0 以上 

 

【多忙感】 

小：85.0% 

中：90.0% 

特：87.5% 

【多忙感】 

小：3 

中：4 

特：3 

【指標の分析】 

多忙化軽減や多忙感緩和に係る教職員の５段階評価の平均値は、すべての校種で目標値

に達しなかった。 

時間外勤務が月 45 時間を超える教職員の平均割合などは一定数減少したが、実感とし

ての教職員の多忙化軽減や多忙感緩和には至っていないと考えられ、「業務量管理・健康確

保措置実施計画」の取組等による多忙化解消の推進が必要である。 

４ 児童生徒の安全確保と防災教育等の推進 

指標名 新潟県防災教育プログラムの活用率（小学校、中学校、中等教育学校前期課程、

特別支援学校小・中学部） 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

94.0% 86.3% 100% 86.3% ３ 

【指標の分析】 

指標の実績値は 86.3%と基準値を下回ったが、これまでの「新潟県防災教育プログラム」

を活用した取組から一歩進め、同プログラムを基に各学校の特性を踏まえて「自校化プロ

グラム」を策定した。 

「自校化プログラム」を活用した、より実践的な取組も進めることにより、児童生徒が

『災害から生き抜く力』を育み、自ら命を守る意識を定着させることを目指すことにして

いる。「新潟県防災教育プログラム」の活用校に、「自校化プログラム」の活用校を加えた

活用率は 97.7 %となっており、今後は「自校化プログラム」による防災教育を推進する取

組を進め、更なる意識の定着につなげていく。 

５ 学校施設の耐震化・機能向上 

指標名 県立学校施設の耐震化率 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

99.7% 100.0% 100.0% 100.0% ５ 

【指標の分析】 

学校施設（構造体（柱・壁・屋根・床等）に限る）の耐震化は、令和５年度末に完了し

ており、目標を達成している。 
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基本方針Ⅴ 生涯学び活躍できる環境づくり  総合評価：Ⅾ 

 

１ 施策の概要 

目指す

もの 

 県民が「だれもが、いつでも、どこでも」学べるよう、社会教育施設をはじめ

様々な学習機会を充実させるとともに、ひとづくり、地域づくりに取り組み、

学んだ成果を地域の諸課題の解決に有効に活用するなど、生涯にわたり学び活

躍できる循環型の生涯学習社会の実現を図る。 

施策の

展開 

方向 

１ 多様な主体の連携・協働による生涯学習の環境づくり 

２ 学びを活かした豊かな地域社会に向けた支え合うひとづくり 

３ 活力ある地域づくりに向けた地域社会と学校の連携の促進 

 

２ 基本方針Ⅴの総合評価 

（１） 現状・実績 

・ 多様な主体の連携・協働による生涯学習の環境づくりについて、市町村立図書館や

大学、学校等の図書館等との連携により、県内全域を対象とした、県立図書館の書籍

を貸し出す遠隔地向けサービスを実施し、様々なニーズに対応した学習機会を提供

した。 

 また、県立図書館において、電子書籍サービスや預かり保育サービスを実施し、高

齢者や障害者、子育て世代をはじめ、すべての県民が継続して学習できる機会の提供

に努めた。 

   さらに、インターネットを活用した、講師紹介や市町村の生涯学習情報など多様な

学習情報を提供するとともに、Ｘ等のＳＮＳによる情報発信の充実を図った。これに

より、県民が必要な情報にアクセスしやすい環境の整備が進んだ。 

 

・ 学びを活かした豊かな地域社会に向けた支え合うひとづくりについて、生涯学習指

導者研修会を開催し、市町村や地域で社会教育的な活動に携わる人材を対象に、生涯

学習に関する基本的な理解を深めるとともに、地域における学びと実践の循環を進

めるために必要な知識や技能の習得を図った。 

 また、家庭教育支援の推進にあたり、補助金により市町村を支援するとともに、家

庭教育を支援する人材の養成を目的とした研修会を実施したことにより、家庭教育支

援チーム※が増加した。 

 さらに、県立文書館所蔵の古文書を活用した地域の民俗・暮らし・文化・産業等を

紹介する講座を開催し、地域の歴史や人々の生活の知恵を学ぶ機会を提供すること

で、魅力ある新潟の地域資源を再発見し、郷土への理解の深化を図った。 

※ 家庭教育支援チーム：子育て経験者をはじめとする地域の多様な人材で構成された自主的な

集まり。文部科学省が登録しており、地域において子育てや家庭教育に関する相談対応や、

親子参加型の講座・活動の機会、地域情報を提供している。 

 

・ 活力ある地域づくりに向けた地域社会と学校の連携の促進について、地域連携コー

ディネーターや学校の管理職等を対象とするコミュニティ・スクール研修会等を実施

し、学校と地域が連携・協働する体制の構築を図った。 

・ また、放課後子ども教室や土曜学習等を進めるにあたり、補助金により市町村を支

援するとともに、子どもを見守り、学びや体験活動を支える地域の人材を確保するた

めの研修会を実施した。 

  

 

 

◆基本方針Ⅴに関する総合評価 
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（２） 課題・今後の方向性 

・ 多様な主体の連携・協働による生涯学習の環境づくりについて、生涯学習が身近な

ものとして県民に十分浸透しておらず、学び続けることの大切さが十分に理解され

ていないため、教育の日など様々な機会を活用した周知啓発や学習情報の発信を充

実させる必要がある。 

 県立図書館の遠隔地向けサービスや電子書籍サービスの利用が伸び悩んでいるこ

とから、各サービスの有用性の広報・周知に努め、広く県民に知ってもらうことが必

要である。 

 

・ 学びを活かした豊かな地域社会に向けた支え合うひとづくりについて、地域課題の

解決のためには、多様な分野において社会教育人材が必要であり、その量的拡大を図

るために、誰もが受講しやすいよう、多様なニーズに応じた内容や形態の研修を提供

する必要がある。 

 社会全体で家庭教育を支援する体制づくりが求められているが、国に登録されて 

いる家庭教育支援チームは一部の市町村に限られており、未導入市町村へ導入の働 

きかけが必要である。 

 

・ 活力ある地域づくりに向けた地域社会と学校の連携の促進について、地域学校協働

活動の導入状況や活動内容について、市町村や地域によって差が見られることから、

課題を抱える市町村に対しては、現状や地域の実情を丁寧に把握した上で、学校側の

理解促進、地域との協働意識の醸成、役割分担の明確化など、必要に応じた助言や情

報提供、働きかけを行い、取組の充実につなげていく必要がある。 

地域社会と学校の連携を支える人材が、高齢化等により後継者不足の状況にある。

引き続き地域連携コーディネーターや学校の管理職等向けの研修会を実施し、次世代

の人材育成を進めることで、地域と学校の連携が持続的に行われるようにしていく必

要がある。 

 

（３）総合評価 

定量評価の評点の平均値は、２となった。 

多様な主体との連携・協働による学習機会の充実や社会教育人材の育成、地域と学

校の連携促進などにより、生涯学習を通じて県民が学び活躍できる環境づくりは進展

している一方で、生涯学習の意義や各種サービスの周知、人材の確保・育成、地域間

の取組格差への対応などの課題があることから、引き続き関係機関と連携しながら取

組の充実を図る必要がある。 

基本方針Ⅴ全体の総合評価はⅮとする。 
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１ 多様な主体の連携・協働による生涯学習の環境づくり 

指標名 県民一人当たりの社会教育関係施設利用回数 

基準値 

(Ｈ２９) 

実績値 

(Ｒ５)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

3.79 回 3.05 回 4.00 回 76.3% ２ 

【指標の分析】 

実績値は基準値を下回り、目標を達成できなかった。 

これは、感染症の拡大により外出機会が減少したこと等の行動変容による影響が大きい

と考えられる。公民館等ではオンライン講座を実施し、県立図書館では書籍を貸し出す遠

隔地向けサービスや電子書籍サービスを提供しているが、利用が伸び悩んでいる。 

多様な学び方に応じた講座の充実や情報発信の強化により、社会教育施設の利用を促進

し、だれでも、いつでも、どこでも学べる環境の整備を図る必要がある。 

２ 学びを活かした豊かな地域社会に向けた支え合うひとづくり 

指標名 生涯学習指導者養成講座・研修の参加人数 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

2,463 人 2,700 人 6,000 人 45.0% １ 

【指標の分析】 

基準値に比べ、実績値は増加しているものの、目標値を達成できなかった。 

オンライン講座を導入したことや、受講対象、研修内容の見直し等により、参加者数は

増加したものの、研修を開催する市町村の施設数の減少や研修回数、研修の周知方法など

が不足していたこと等により目標値を大幅に下回った。 

生涯学習推進センターで作成している広報紙やＳＮＳにより、主に市町村や学校、生涯

学習関係機関に対し、研修情報を周知するほか、指導者養成講座等を開催する市町村担当

職員等に対して、企画・運営に係る研修を実施するなどにより、社会教育活動の中心とな

って地域を支える人材の確保・育成を図る必要がある。 

３ 活力ある地域づくりに向けた地域社会と学校の連携の促進 

指標名 地域学校協働活動取組校の割合 

基準値 

(Ｒ３) 

実績値 

(Ｒ７)Ａ 

目標値 

(Ｒ７)Ｂ 

達成率 

Ａ／Ｂ％ 
評点 

89.2% 88.8% 100% 88.8% ３ 

【指標の分析】 

地域学校協働活動に取り組む学校の割合は、統廃合等によりわずかに減少し、目標を達

成できなかった。 

市町村教育委員会や地域連携コーディネーターに対して、地域学校協働活動に関する研

修会を開催することにより制度への理解が進み、地域と学校の連携・協働は着実に進展し

ていると考えられる。このため、未導入の市町村に対し、活動モデルや成功事例の紹介、

研修機会の提供などにより導入を促進し、地域の教育力を活かした学校支援と学校の力を

活かした地域づくりを推進する。 
 

➤基本方針Ⅴに関する指標の進捗状況 
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＜ 資 料 編 ＞ 

● 新潟県教育の主な基礎データ 
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【教育委員会所管予算の推移】（百万円） 
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＜参考１＞地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律第 162 号)抜粋 

  

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（中略）の管理及び執行の状況に 

ついて点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出する

とともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を有   

する者の知見の活用を図るものとする。 

＜参考２＞教育に関する事務の点検及び評価の実施に関する規則 

                            平成20年３月31日 

                                                   新潟県教育委員会規則第11号 

 （趣旨）                                            
第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号。以

下「法」という｡)第26条の規定に基づき、新潟県教育委員会（以下「教育委員会」という｡)

が実施する教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について、必要な事項を

定めるものとする。 

 （点検及び評価の対象及び時期） 

第２条 点検及び評価の対象は、法第 21 条各号に掲げる事務及び教育施策上の重要課題とす

る。 

２ 点検及び評価は、毎年度、前年度の前項に規定する事項について行うものとする。 

 （資料の整理等） 

第３条 点検及び評価に資するため、事務局（法第17条に定める事務局をいう。以下同じ｡)は、

前条第１項に規定する事項について、必要な資料を整理する。 

 （点検及び評価に係る会議等） 

第４条 点検及び評価を行うため、教育委員会は、協議会(新潟県教育委員会会議規則(昭和39

年新潟県教育委員会規則第12号)第９条に定める協議会をいう。以下同じ｡)を開催する。 

２ 法第26条第２項に定める学識経験者の知見を活用するため、事務局は学識経験者から意見

を聴取し、前項に規定する協議会に報告する。 

  （議会報告等） 

第５条 教育委員会は、協議会の検討を踏まえ、点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、

これを新潟県議会に提出するとともに、公表する。 

  （庶務） 

第６条 点検及び評価の実施に関する庶務は、教育庁総務課において行う。 

   附 則 

 この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

 この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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